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はじめに－障害者虐待の現状と課題
障害者に対する虐待は、被害が発覚しにくい。これは、被害者である障
害者本人に虐待を受けた認識がないことや、あるいは、障害により被害を
訴えることが困難であるといった障害者側の事情があると同時に、殊に障
害者施設の中での虐待（以下、「施設虐待」という。）は、施設という空間
の密室性・閉鎖性と施設内で生じた虐待という不祥事を外に出したくな
いと考える施設の隠蔽体質、そして、施設に障害者をあずける家族がもつ
「施設に面倒を見てもらっている」という意識などから、虐待が疑われて
もその被害を訴えづらい状況にあることなど、こうした多くの要素が複合
的に関連しあうことで、虐待の事実の発覚が遅れ、さらに深刻化すること
が考えられる。
厚労省が公表している調査結果をもとに障害者虐待の現状をみてみ
る（1）。
障害者虐待防止法が施行された2012年度の施設虐待に関する相談通報件
数は939件、市区町村等による虐待判断件数80件、被虐待者数176人であっ
た。その後、全体として増加の一途をたどり、現状では、相談通報件数
2115件、虐待判断件数401件、被虐待者数672人となっており、通報件数は
2.3倍強、虐待件数は５倍、被虐待者数は４倍と大きく増加している。ただ
し、虐待類型ごとの相談通報件数に占める虐待認定件数の割合をみると、
「養護者による虐待」が33.4％、「施設従事者による虐待」が19.5％、「使用
（1）　平成29年度「障害者虐待事案の未然防止のための調査研究について」調査研究事業
報告書（平成30年３月一般財団法人　日本総合研究所）。
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者による虐待」が86.3％となっており、施設従事者による虐待の認定率が
著しく低いことがわかる（2）。施設虐待の認定率の低さをみるに、やはり市
町村による調査・判断の難しさを表しているといえよう（3）。
また、施設虐待の相談通報届出者の内訳は、「本人による届出」が
18.9％と１位である。以下、２位「当該施設・事業所職員」、３位「家族・
親族」、４位「当該施設・事業所設置者・管理者」、５位「相談支援専門
員」、となっている。施設虐待において、障害者本人による届出が１位と
なっているが、届出には障害者本人に意思表示能力や行動能力が不可欠で
あることから、そうした能力を欠く重度の障害者については届出自体がで
きないのであり、統計に表れている施設における虐待件数は氷山の一角と
も考えられ、施設において虐待が潜在化している疑いがあると思われる。
施設虐待においては施設職員等の施設関係者からの通報を増やし、積極的
に虐待の事実を表に出すことが虐待の予防につながることを考えると、職
員らが通報しやすい法制度の整備は喫緊の課題である。本稿の主題である
通報者の保護はまさに施設内部からの通報を促すために必要不可欠なもの
と考える。
次に、施設虐待の行為者の職種は、「生活支援員」が40.1％と圧倒的に多
い。障害者にとって身近な施設従事者からの虐待が多いことがわかる。ま
た、施設虐待の行為者としての職員の雇用形態は、正規職員が52.9％、非
正規職員が17.1％、「不明」が30％となっており、不安定な雇用形態が虐待
の背景にあると同時に、正規雇用の職員による虐待が半数を超えているこ
とから障害者施設での就労環境や処遇全般に問題があるものと思われる。
最後に、行われた虐待行為の類型は、身体的虐待が57.1％と最も多く、
次いで心理的虐待（42.1％）、性的虐待（12％）、経済的虐待（9.5％）、
（2）　平成29年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）
より算出。
（3）　ちなみに使用者による虐待認定率が高いのは、多くが労働基準関係法令に基づく都
道府県労働局による指導（最低賃金法違反）が多いためであろう。
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放棄・放置（6.5％）となっており、被虐待者の障害種別は知的障害が
68.6％と圧倒的に高く、障害により虐待の被害を認識できない、あるい
は、被害を被害として届出ることができない知的障害者が被害者になりや
すいことがうかがえる。
「障害者虐待防止法」（以下、法という。）が施行されて今年で７年目と
なる。各市町村には同法に基づいて「障害者虐待防止センター」が設置さ
れ、厚生労働省は障害者施設に対して、「虐待防止委員会」を設置し、虐
待の早期発見と通報に努めるよう指導してきた（4）。しかしながら、施設の
なかには通報義務を果たさず、行政の調査に対し事実を否認したり証拠を
隠す施設が後を絶たない（5）。
さらに、虐待通報を受けた行政側の調査能力の低さゆえに、施設虐待に
関する通報があっても虐待と認定される割合が低いことも問題である。そ
の上、施設側が、通報をした職員に対して施設の名誉・信頼を傷つけられ
たとして損害賠償請求をする事案もあり（6）、虐待を受けた障害者本人を救
（4）　施設・事業所従事者向けマニュアルとしては、平成30年６月厚生労働省 社会・援
護局 障害保健福祉部　障害福祉課 地域生活支援推進室「障害者福祉施設等における 
障害者虐待の防止と対応の手引き」。
（5）　宇都宮市の知的障害者支援施設「ビ・ブライト」で2017年４月、入所者の男性（当
時28歳）が職員らから暴行を受け大けがを負う凄惨な事件が発生した。同施設の理
事長は被害者のケガについて報告を求めた宇都宮市に対して虐待の事実を否定し虚
偽の報告書を提出したとして、栃木県警は同施設の理事長ら３人を障害者総合支援
法違反（虚偽報告）の疑いで書類送検した。また、暴行事件の加害者である、元職
員の女（当時25歳）と職員の補助をしていた男（当時22歳）の２人が、男性に暴行
を加え骨折などの重傷を負わせたとして、傷害罪などで執行猶予付きの有罪判決を
受けている。他にも施設虐待事件は多数発生しており枚挙に暇がない状態である。
　　　さらに、2016年７月に発生した相模原の障害者施設での元施設職員による大量殺
傷事件が社会に与えた衝撃は大きいものであったし、2018年には、ほぼ全ての省庁
で公務員の障害者雇用率の水増しが行われていたことが発覚するなど、障害者の権
利や福祉のあり方について今まさに真剣に議論し実行に移すべきときである。
（6）　鹿児島市の障害者施設での虐待を通報した元職員に施設側が「事実無根の中傷で名
誉を傷つけられた」として損害賠償請求訴訟を提起した（毎日新聞2016. 12. 10）。
のちに元職員と施設は和解している（毎日新聞2017. 12. 05）。また、さいたま市の
施設でも虐待通報をした職員を施設が訴えるケースがあったとの報道がある（毎日
新聞2017. 02. 28）。
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済するのはもとより、勇気をもって施設内の虐待を通報した通報者を保護
し、虐待を防止する仕組みづくりが喫緊の課題である。
１．障害者虐待防止法の概要
（１）立法経緯
障害者虐待防止法が制定される前に、いわゆる「虐待防止法」としては
すでに児童虐待防止法、高齢者虐待防止法が制定されていた。このような
中で、2006年、第61回国連総会で「障害のある人の権利に関する条約」（以
下、障害者の権利条約）を採択し（7）、同条約第16条「搾取、暴力及び虐待
からの自由」において、「あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待から、家庭
の内外で障害者を保護するための立法上、行政上、社会上、教育上その他
の措置」をとることを締約国に義務づけていることを受けて、障害者虐待
防止法（正式「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す
る法律」）は2011年６月17日可決成立し、翌年10月１日から施行された。
初めに法案が国会に提出されたのは第171回国会（2009年１月５日から
７月21日）においてである（衆法第49号）。当初の法案では、①障害者虐
待の定義の順序、②虐待の通報の受理その他の事務を取り扱う機関に関す
る規定が現行法と異なっていた。
まず①に関して、定義の順序は当初の法案では、身体的虐待、放棄・放
置、心理的虐待、性的虐待、経済的虐待の順序で規定されていた。この順
序は高齢者虐待防止法における高齢者虐待の定義の順序と同じである（8）。
現行法では後に詳述するが、身体的虐待、性的虐待、心理的虐待、放棄・
放置、経済的虐待の順で規定されており、このことから、実際の立法経緯
は明らかではないが、少なくとも障害者虐待防止法の最初の法案は高齢者
（7）　日本は同条約に2007年９月に署名し、2014年１月20日に批准、同年２月に日本国
内において効力が発生している。
（8）　ちなみに、児童虐待防止法における児童虐待の定義の順序は、身体的虐待・性的虐
待・心理的虐待・ネグレクトである。経済的虐待は同法の対象が児童であることか
ら規定は置かれていない。
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虐待防止法を参照して作成されたことがうかがえる。第173回国会（2009
年10月26日から12月４日）において提出された際の法案においてもこの
順序はそのままであったが、その後、同法成立国会である第177回国会
（2011年１月24日から８月31日）提出された法案では２番目の放棄・放置
と４番目の性的虐待の順序が入れ替わって現行法の順序となっている。当
初法案を作成した際に障害者虐待の現状や防止対策として必要なことは何
かなど、「障害者虐待の防止」に特化した十分な議論や検討などはなされ
ず、すでに制定されていた高齢者虐待防止法を障害者虐待防止法に焼き直
したに過ぎなかったのではないかと思われる（9）。
次に②に関して、虐待の通報の受理その他の事務を取り扱う機関につい
てであるが、当初の法案では、虐待の通報先は市町村（使用者による虐待
では市町村又は都道府県）と定めているが、通報の受理その他の事務は、
同法に基づいて都道府県が設置する「障害者権利擁護センター」が担うも
のと定められていた。しかし、現行法では、通報先は市町村、通報の受理
は市町村が設置する「障害者虐待防止センター」、市町村相互間の連携調
整等を行うのが都道府県の「障害者権利擁護センター」と定められ、一応、
通報先と通報受理主体を一致させ、都道府県の役割は関係機関の連携調整
と施設に対する権限行使というかたちで整理されている。ただし、このよ
うな違いはあるものの、より重要なことは、当初の法案の段階から現行法
においても虐待通報を受けた後、市町村はどのような役割を担うのか、市
町村の調査権限についてその有無を含め明確な規定がないこと、そして、
そこに都道府県がどのように関係するのか、すべきなのかもまた明確では
ないということだ。施設虐待に関しては、だれがどのように虐待を調査
し、虐待を認定し、被害に遭った障害者を救済するのか、法律自体には何
も定められていないのである。
（9）　現行法における定義の順序はおそらく障害者虐待の発生率の高い順に並べなおした
のだろう。
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（２）現行法の概要
①法の目的
同法１条は、「障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであ
り、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止するこ
とが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、国等の
責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措
置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待
の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権
利利益の擁護に資することを目的とする」と定めている。このことから、
同法は、虐待をした行為者を処罰するための法律ではなく、虐待の防止と
障害者および障害者を養護する者（家族等）を支援するための法律である
ことが明確である。
②保護対象
同法の適用対象となる障害者とは、「障害者基本法第２条第１号に規定
する障害者をいう」（２条１項）と定められている。障害者基本法２条１
号における障害者とは、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含
む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障
壁（10）により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態に
ある者をいう」と規定されており、同法における「障害者」の範囲は広く、
高次脳機能障害、難病その他障害者手帳を持たない障害者も対象となると
同時に、本人の障害者であるという自覚の有無も要件ではない。
③虐待の定義
障害者虐待の類型は、「養護者による虐待」、「障害者福祉施設従事者等
（10）　 「社会的障壁」とは、「障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障
壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念、その他一切のものをいう」
と定められている（障害者基本法２条２号）。
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の従事者」による虐待、「使用者による虐待」、の３類型である（２条２
項）（11）。現状では、学校・保育所・医療機関等における障害者虐待は同法
の通報義務の対象ではない。
次に虐待の種類は、身体的虐待、性的虐待、心理的虐待、放棄・放置、
経済的虐待の５種類と規定されている。以下、施設虐待に限定して虐待の
定義を紹介する（２条７項）。
ａ．身体的虐待（同条項１号）
「障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生ずるおそれのある暴行を加え、
又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」（12）
ｂ．性的虐待（同条項２号）
「障害者にわいせつな行為をすること、又は障害者をしてわいせつな行為
をさせること」（13）
（11）　同条における「養護者」とは、障害者を現に養護する者をいう（２条３項）。「障
害者福祉施設等従事者」とは、障害者総合支援法に基づく障害者視線施設、独立行
政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ園法に基づくのぞみ園（両者を合わせて
「障害者福祉施設」という）、および、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス
事業等に係る業務に従事する者をいう（２条４項）。「使用者」とは、障害者を雇用
する事業主、派遣労働者に係る労働者派遣の役務提供を受ける事業主、事業の経営
担当者、その他、その事業の労働者に関する事項について事業主のために行為をす
る者をいう（２条５項）。
（12）　平成30年６月 厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 地域生活支援
推進室「市町村・都道府県における 障害者虐待防止と対応の手引き」７頁に「障害
者虐待の例」として「障害者虐待防止マニュアル」（NPO 法人 PandA-J）を参考に作
成した表が掲載されている。それによれは、同法における「身体的虐待」にあたる
行為の例として、「暴力や体罰によって身体に傷やあざ、痛みを与えること。身体を
縛りつけたり、過剰な投薬によって身体の動きを抑制すること」とあり、具体的な
例として、平手打ちする・殴る・蹴る・壁に叩きつける・つねる・無理やり食べ物
や飲み物を口に入れる・やけど・打撲させる・身体拘束（柱や椅子やベッドに縛り
付ける、医療的必要性に基づかない投薬によって動きを抑制する、ミトンやつなぎ
服を着せる、部屋に閉じ込める、施設側の管理の都合で睡眠薬を服用させる等）と
記載されている。
（13）　前掲注　によれば、「性的な行為やそれを強要すること（表面上は同意しているよ
うに見えても、本心からの同意かどうかを見極める必要がある。）」、具体例は、性交 
・性器への接触・性的行為を強要する・裸にする・キスする・本人の前でわいせつ
な言葉を発する、又は会話する・わいせつな映像を見せる・更衣やトイレ等の場面
をのぞいたり映像や画像を撮影する
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ｃ．心理的虐待（同条項３号）
「障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言
動その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと」（14）
ｄ．放棄・放置（同条項４号）
「障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該障害者福
祉施設に入所し、その他当該障害者福祉施設を利用する他の障害者又は当
該障害福祉サービス事業等に係るサービスの提供を受ける他の障害者によ
る前三号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の障害者を養護すべき職
務上の義務を著しく怠ること」（15）
ｅ．経済的虐待（同条項５号）
「障害者の財産を不当に処分することその他当該障害者から不当に財産上
の利益を得ること」（16）
以上の定義をみるに、性的虐待の定義は解釈の余地が広いのが分かる。
「わいせつ」の概念は一義的には定まらず、「わいせつ」と感じるか否かは
（14）　前掲注　によれば、「脅し、侮辱等の言葉や態度、無視、嫌がらせ等によって精神
的に苦痛を与えること。」具体例は、「バカ」「あほ」等障害者を侮辱する言葉を浴び
せる・怒鳴る・ののしる・悪口を言う・仲間に入れない・子ども扱いする・人格を
おとしめるような扱いをする・話しかけているのに意図的に無視する。
（15）　前掲注によれば、「食事や排泄、入浴、洗濯等身辺の世話や介助をしない、必要な
福祉サービスや医療や教育を受けさせない、等によって障害者の生活環境や身体・
精神的状態を悪化、又は不当に保持しないこと」具体例は、食事や水分を十分に与
えない・食事の著しい偏りによって栄養状態が悪化している・あまり入浴させない 
・汚れた服を着させ続ける・排泄の介助 をしない・髪や爪が伸び放題・室内の掃除
をしない・ごみを放置したままにしてある等劣悪な住環境の中で生活させる・病気
やけがをしても受診させない・学校に行かせない・必要な福祉サービスを受けさせ
ない・制限する・同居人による身体的虐待や心理的虐待を放置する。
（16）　前掲注によれば、「本人の同意なしに（あるいはだます等して）財産や年金、賃金
を使ったり勝手に運用し、本人が希望する金銭の使用を理由なく制限すること」具
体例は、・年金や賃金を渡さない ・本人の同意なしに財産や預貯金を処分、運用す 
る ・日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない ・本人の同意なしに年金等を管
理して渡さない。
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各人の性的羞恥心の程度に委ねられているからだ。一方、それ以外は厳格
な定義となっており、犯罪に該当するような言動でなければ同法における
「虐待」に該当しないものと解される。
同法の制定のきっかけとなった障害者の権利条約では、虐待を類型ごと
に個別に定めるやり方をしていない。虐待の防止や早期発見、ひいては障
害者の権利擁護の観点から、障害者虐待防止法におけるこのような「虐待」
の類型化と厳格な定義が有益かは疑問である。むしろ、厳格な定義が通報
を躊躇させ、早期発見の妨げになっているのではないだろうか。
例えば、施設職員による障害者に対する「軽いからかい」や「SNSへの
写真の無断掲載」、実際にあったケースで、「私はうそつきです」と記載し
たカードを知的障害者の首から下げさせるといった行為（17）は、障害者虐
待防止法の虐待の定義には当てはまらない。たとえば、「心理的虐待」は、
「障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言
動その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと」という定
義なので、特に、虐待の被害に遭いやすい知的障害者は、「私はうそつき
です」というカードを首から下げられても、「著しい心理的外傷」を自覚
していない、自覚できない場合があり、「障害者本人に著しい心理的外傷
を与える言動」という心理的虐待の定義にはあてはまらない。ここでいう
「著しい心理的外傷を与える言動」か否かの判断は、障害者本人のみなら
ず、その現場に遭遇した、あるいは目撃した者の判断に委ねられるが、施
（17）　この事案は、2016年３月、姫路市のグループホームで知的障害のある女性に対し
て、当該施設の社長が、就寝時や入浴時以外にカードを首から掛けるよう強要し、
また施設のスタッフに対し、「時間内に食べない場合は食事がなしでもいい」などと
指示したという。市はこうした行為が、障害者総合支援法における「人格尊重義務」
違反にあたるとして当該施設に対して事業者指定を６か月停止する処分をした。そ
の後当該施設は事業を廃止している（毎日新聞2018年４月21日）。
　　　障害者総合支援法42条３項には、「障害者等の人格を尊重するとともに、この法律
及びこの法律に基づく命令を遵守し、障害者等のため忠実にその職務を遂行しなけ
ればならない」としていわゆる障害者に対する「人格尊重義務」を定め、同義務違
反を事業者の指定取消の根拠としている（同法50条３項）。
障害者施設内での虐待と通報者保護（畑中） 409
設内でこうした「からかい」が常態化している場合、当該施設の職員がこ
のような行為を「虐待」と判断して通報するというのは期待できないので
はないだろうか。
また、たとえば、障害者が職員の指示に従わなかった場合に、職員が障
害者の頭を軽くはたく行為もまた、「身体的虐待」の定義に当てはまらな
い。「身体的虐待」は、「障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生ずるおそ
れのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」
という定義となっており、外傷を負わせるような程度の暴力にまで至らな
い有形力の行使は法律上の身体的虐待の定義に当てはまらない。しかし、
これらの行為は、明らかに人の尊厳を無視した行為ではないだろうか。
おそらく虐待防止法として最初に制定された児童虐待防止法の定義をそ
の後に制定された高齢者虐待防止法や障害者虐待防止法においてもそのま
ま使用しているため、虐待の定義が厳格なものとなっていると思われる。
児童虐待の場面では、親の親権が行政による介入の障壁となる。した
がって、児童虐待の場合は、親の親権の一部である親の懲戒権の行使とし
ての「しつけ」と「虐待」とを厳格に線引きすることで親権の壁を越えて
行政が家庭内に介入し、子供を救済することを正当化するために厳格な虐
待の定義が必要となるが、高齢者や障害者にはそのような事情はない。し
たがって、認知症や障害があっても一人の独立した人格として尊重される
べき存在であるため、厳格な虐待の定義など不要であり、そのことがか
えって権利擁護の妨げになると考える（18）。
④通報義務
同法16条１項は、「障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けた
（18）　障害者虐待防止法制定前の段階で、厳格な虐待の定義が障害者の権利擁護の妨げ
になることを指摘したものとして、平田厚『虐待防止法制の現状と課題』「公開シ
ンポジウム 虐待防止法制の横断的検討－障害者虐待防止法の法制化をにらんで－」
「臨床法務研究」７－１頁（2009 岡山大学大学院法務研究科）。
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と思われる障害者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報しなけ
ればならない」として、虐待を発見した者に対する通報義務を課してる。
このことは、たとえば、企業の犯罪行為ないし法令違反行為を発見した労
働者による「公益通報」についての通報者保護を目的とする公益通報者保
護法においても、労働者に公益通報の「義務」を課してはいないことと比
較すると、障害者虐待防止法は、特に障害者虐待の早期発見に重点を置い
た法律であることがわかる。
ここでは、「虐待を受けたと思われる障害者」と規定されているため、
通報者の主観的判断で足り、通報の時点では、法律における虐待の定義に
該当していることは要件ではない。
また、通報義務は「誰が」負う義務かも限定されていないので、施設関
係者のみならず、障害者の家族・知人、その他の者が、「虐待と思われる」
場合には通報義務を負うこととなる。
ただ、この通報義務に違反したことに対する罰則は規定されていない。
一方で、障害者やその家族から虐待の相談を受けた施設側が通報義務を果
たさず、事実を隠ぺいするなどした場合は、社会福祉法や障害者総合支援
法に定められた都道府県による施設の指定取消等の権限行使の根拠なる。
⑤施設虐待における通報後の対応
施設虐待に係る通報先は市町村ないし市町村が設置しる障害者虐待防止
センターである（同法32条）（19）。地方自治体には同法により虐待の早期発
（19）　「障害者虐待防止センター」の役割としては、通報・届出の受理、養護者による虐
待の場合の障害者の保護と養護者に対する支援として相談・助言・指導を行う、お
よび、広報・啓発活動と定められている（32条）。また、都道府県には「障害者権利
擁護センター」を設置することが義務づけられており、同センターの役割は、使用
者による虐待の通報・届出の受理、市町村が行う措置の実施の援助、障害者及び養
護者の相談に応じる又は相談機関の紹介を行う、関係機関との連携、情報の収集・
分析・提供、広報・啓発活動と定められており（36条）、施設虐待の際の都道府県の
役割は、市町村と協力して調査し、施設に対する権限行使をする（19条）。
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見に努めなければならない努力義務が課せられている（同法６条）。また、
施設虐待の通報を受けた市町村は、その旨を都道府県に報告することが義
務づけられている（同法17条）。
施設虐待への対応は、原則として市町村が主体となって、虐待の事実の
調査・確認を行い、市町村から報告を受けた都道府県が施設への権限行使
を行うという仕組みとなっている（同法19条）。市町村による虐待の調査
や認定判断については、厚労省のマニュアル等に障害者虐待防止と対応の
ポイント（20）や市町村による虐待の判断の際に留意すべき事項（21）などが記
載されてはいるが、こうしたマニュアルには法的強制力はない。したがっ
て、虐待対応の最前線に立つ市町村が施設虐待に対して何をどこまででき
るのか、あるいは、しなければならないのか不明確である。同法には、市
町村の調査権限や被害者である障害者を他の施設に移して保護するなど事
後のケア、虐待を行った加害者に対する研修の実施などの支援を含めた事
後の対応などについては特に規定がなく、被害者である障害者は虐待を受
けた施設にとどまったまま、当該施設による再発防止の取り組みに期待す
るしかなく、障害者に対する救済のあり方として不十分である。この点、
同法は家族による家庭内で行われた虐待（養護者による虐待）の場合には、
障害者の居室の確保（10条）、市町村による立入調査（11条）、警察との
連携（12条）、養護者との面会の制限（13条）、そして、養護者の支援（14
（20）　①虐待を未然に防ぐための積極的アプローチ、②虐待の早期発見・早期対応、③
障害者の安全確保を最優先する、④障害者の自己決定の支援と養護者の支援の４点
が挙げられている。詳しくは、平成30年６月 厚生労働省 社会・援護局 障害保健福
祉部 障害福祉課 地域生活支援推進室「市町村・都道府県における 障害者虐待防止
と対応の手引き」９頁。
（21）　留意すべき事項は、①虐待をしている側に「虐待」の自覚の有無は問わないこと、
②障害者の「虐待」を受けているという自覚の有無は問わないこと、③親や家族の
意向が障害者本人のニーズと異なる場合があること、④虐待の判断はチームで行う
こと、以上の４点である。詳しくは、平成30年６月 厚生労働省 社会・援護局 障害
保健福祉部 障害福祉課 地域生活支援推進室「市町村・都道府県における 障害者虐
待防止と対応の手引き」10頁。
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条）が規定され、被害を受けた障害者本人の保護と養護者への支援、そし
て行政の調査権限について明確な規定を置いていることと大きく異なる。
２．通報者に対する法的保護
（１）障害者虐待防止法における通報者保護
通報者が職務上の守秘義務を負う場合も、虐待通報に関しては刑法上の
秘密漏示罪に問われることはなく、職員としての守秘義務違反を問われる
こともない（16条３項）。さらに、施設従事者による通報の場合には、「通
報をしたことを理由として、解雇その他の不利益な取扱いを受けない」と
規定されている（16条４項）。これは、「障害者福祉施設従事者等が不利
益な取り扱いをおそれて、障害者虐待と思われる者を発見したにもかかわ
らず、通報を行わないことのないよう、障害者福祉施設従事者等が障害者
虐待の通報をしたことを理由として、解雇や不利益取扱いを受けないこと
を規定したものである」と同条項の趣旨が説明されている（22）。同法の趣旨
がそうであるならば、通報による施設の名誉・信用毀損を理由として施設
側が通報した職員に対して損害賠償請求訴訟を提起することは、職員を委
縮させ通報行為を控えさせることにつながるため、同条項が規定する不利
益取扱いに該当すると解される（23）。
（22）　障害者福祉研究会編『逐条解説 障害者虐待防止法』（2013年　中央法規）。
（23）　平成30年６月 厚生労働省社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課地域生活支援
推進室「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」21頁には、
「障害者虐待防止法施行後、虐待通報した職員に対して、施設側が損害賠償請求を行
うという事案が発生しました。適切に通報した職員に対して、通報したことを理由
に施設側から損害賠償請求を行うことは、適切に通報しようとする職員を委縮させ
ることにもつながりかねないものであり、通報義務や通報者の保護を定めた障害者
虐待防止法の趣旨に沿わないものです」と記載されている。
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（２）公益通報者保護法における通報者保護との相違点
①公益通報者保護法における「公益通報」
公益通報者保護法は、「公益通報者の保護」と「国民の生命、身体、財
産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守を図」ることで、国民
生活の安定や社会経済の健全な発展に寄与することを目的としている（同
法１条）。従来企業内の法令違反行為等の事実を許可なく企業外に開示す
る行為全般を「内部告発」と一括りにしてきたものの中から、同法の要件
を満たす告発行為を「公益通報」として切り出し、公益通報を行った労働
者（24）を使用者による解雇その他の不利益取扱いから保護するものである。
同法における「公益通報」とは、「労働者が不正の利益を得る目的、他
人に損害を加える目的その他の不正な目的でなく」、会社内において「通
報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている」旨を、ａ．当該会社
内またはｂ．当該通報対象事実について処分もしくは勧告等をする権限を
有する行政機関、あるいは、ｃ．それ以外の者（マスコミ等）に通報する
ことと定められている（同法２条１項）。ここでいう「通報対象事実」と
は、国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法律として同
法別表に掲げるものに規定する犯罪行為（同法２条３項１号）、および同
法別表に掲げる法律の規定基づく処分に違反することが犯罪行為となる規
定違反行為（同項２号）とされ、同法別表には刑法（１号）、食品衛生法（２
号）、金融商品取引法（３号）等の７つの法律が定められ、その他同法別
表８号に基づき政令で定める法律において450の法律が列挙されている。
したがって、公益通報者保護法によって保護される公益通報とは、刑事罰
や刑事罰につながり得る法令違反行為についての通報に限定されているの
である。とはいえ、同法の保護対象となる公益通報に該当しない内部告発
行為であっても、その他の法令の適用を妨げるものではなく（同法６条）、
（24）　同法の対象となる「労働者」とは、労基法９条の労働者、派遣労働者、下請企業
の労働者である（同法２条１項各号）。
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また、内部告発労働者に対して企業がなした懲戒処分について発展してき
た従来の判例法理による保護の枠組みの適用もまた妨げられるものではな
い（25）。
また、公益通報は、通報先ごとに保護要件が異なり、会社内部への通報
（ａ）には、「通報対象事実が生じ、または、生じようとしていると思料す
ること」で足りるが、行政機関（ｂ）やその他（ｃ）への通報では、「通
報対象事実が生じ、または、生じようとしていると信ずるに足りる相当の
理由がある場合」（真実性・真実相当性）でなければならず、その他への
通報（ｃ）に関してはさらなる要件が加重されている（26）。
②公益通報者保護法における通報者保護
同法は、労働者が公益通報をしたことを理由として使用者が当該労働者
に対してなした解雇を無効とし、その他の不利益取扱いを禁止している
（同法３条・５条）。当該規定の適用が認められる場合、解雇や懲戒処分等
の法律行為は無効となり、事実上の不利益取扱いは不法行為の違法性を備
（25）　荒木尚志・男澤才樹・鴨田哲郎「内部告発・公益通報の法的保護―公益通報者保
護法制定を契機として」『ジュリスト』1304号148頁。内部告発労働者の労働契約上
の誠実義務・企業秩序遵守義務違反等を理由とした解雇や懲戒処分、および、内部
告発を理由とする配転命令等の人事権行使について争われた裁判例において内部告
発の正当性は、①告発内容の真実性・真実相当性、②目的の公益性、③手段・態様
の相当性、の３点を総合考慮するとする判例法理が形成されている（宮崎信用金庫
事件 福岡高宮崎支判平14・７・２ 労判833号48頁、大阪いずみ市民生協（内部告発）
事件 大阪地堺支判平15 ・６・18 労判855号22頁、トナミ運輸事件 富山地判平17 ・
２・23 労判891号12頁、オリンパス事件 東京高判平23 ・８・31 労判1035号42頁な
ど）。
（26）　その他（マスコミ等）への通報ではさらに、①会社内部または行政機関への通報
では解雇その他の不利益取扱いがなされるおそれがあること、②会社内への通報で
は証拠隠滅のおそれがあること、③会社から公益通報しないことを正当な理由なく
要求されたこと、④会社内部への通報後20日を経過しても調査を行う旨の通知がな
い、または、正当な理由なく調査を行わない場合、⑤個人の生命、身体に危害が発
生し、または、発生する急迫した危険があると信ずるに足りる相当の理由があるこ
と、以上の５つのいずれかに該当することが必要である（法３条３号イ～ホ）。
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えることになる（27）。
公益通報の目的要件である「不正の目的でなく」における、「不正の目
的」とは、公序良俗に反する形で自己または他人の利益を図る目的といっ
た「不正な利益を図る目的」や他の従業員その他の者に対して社会通念上
通報のために必要かつ相当な限度内にとどまらない財産上の損害、信用の
失墜その他の有形無形の損害を加えるといった「他人に不正の損害を与え
る目的」でなければ足り、労働組合等が使用者との交渉を有利に進めよう
とする目的や会社に対する反感などが通報目的に併存しているというだけ
では「不正の目的」に該当しない（28）。さらに、「不正の目的でなく」とは、
刑法の名誉棄損の違法性阻却事由である「専ら公益を図る目的であること」
（刑法230条の２）までは要求されていない（29）。その理由は、①名誉棄損が
「公然と事実を適示」する、すなわち、不特定多数のものが知り得ること
ができる状態にすることを要件としている対し、本制度では、通報先を労
務提供先、権限を有する行政機関又はその他の外部通報先に限定している
こと、②その他の外部通報先への通報については、通報の保護要件を加重
していること（３条３号イ～ホ）、③本制度は、国民生活の安定及び社会
経済の健全な発展に資するために一定の犯罪行為及び法令違反行為に限っ
て公益通報を制度化するものであり、通報目的を必要以上に限定すること
はこの目的との関係上適当ではないこと、④公益通報をする者は様々な事
（27）　前掲注25）　荒木。
（28）　消費者庁消費者制度課編「逐条解説 公益通報者保護法」（商事法務 2016年）、52頁。
（29）　刑法230条の２第１項は、名誉棄損の罪について、①公共の利害に関する事実に
ついて、②専ら公益を図る目的でなされ、③真実であることが証明された場合の面
積を定めており、③につき最高裁は、「たとえ真実性の証明がない場合でも、行為者
がその事実を真実であると誤信し、その誤信したことについて確実な資料・根拠に
照らし相当の理由があるときは、犯罪の故意がなく、名誉棄損罪は成立しない」（最
大判昭44 ・６・25判時559号25頁）としている。民事上の不法行為たる名誉棄損に
ついても、最高裁は、これと同様の要件に該当する場合には不法行為は成立しない
としている（最１小判昭41・６・23判時453号29頁）（消費者庁消費者制度課編「逐
条解説 公益通報者保護法」（商事法務 2016年）13頁）。
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情につき悩んだ末に通報をすることが多く、純粋に公益目的だけのために
通報がされることを期待するのは非現実的と考えられること、の４点が挙
げられる（30）。「不正の目的」は同法の保護対象からの除外要件であること
から、事業者側に「不正の目的があったこと」の立証責任があるとされて
いる（31）。
また、公益通報者に対する解雇を無効とする民事上の効力規定のみで罰
則は設けられていない（32）。その趣旨は、「罰則を設けるかどうかは、その
規定によって行おうとする共生の程度等を勘案して決定すべきものと考え
られ」、同法では罰則により担保すべきとされなかったこと、「例えば、原
子炉等規制法の従業者による主務大臣への申告制度は、通報者に対する解
雇等の不利益取扱いの禁止を罰則により担保しているが、このような罰則
の必要性については、個別法令の実効性確保の観点から個別法令ごとに検
討が行われるべき」とされた結果、罰則を設けなかったと説明されてい
る（33）。
解雇は「無効」と定められている一方で、不利益取扱いについては「し
てはならない」として「禁止」と定められていることについては、①不利
益取扱いは法律行為のみならず事実行為も含まれること、②解雇について
は、復職を前提とする無効が適当だが、不利益取扱いについては効力の否
定よりも損害賠償請求の対象とした方が公益通報者の利益になるとされて
（30）　消費者庁消費者制度課編「逐条解説 公益通報者保護法」（商事法務 2016年）51頁。
（31）　消費者庁消費者制度課編「逐条解説 公益通報者保護法」（商事法務 2016年）71頁、
神戸司法書士事務所事件 大阪高判平21・10・16判例集未搭載。
（32）　労働基準法は、労基法違反の事実を労働基準監督署に申告した労働者に対する解
雇その他の不利益取扱いを禁止を定める（同法104条２項）と同時に、同条項に違反
した使用者に対して「６箇月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する」（同法119
条）として申告者に対する解雇その他の不利益取扱いに対する刑事罰を定めている。
ただし、公益通報者保護法６条には同法型の法令の適用を妨げない旨の規定がある
ため、罰則を科すか否かは個別法令に委ねられている。
（33）　消費者庁消費者制度課編「逐条解説 公益通報者保護法」（2016年　商事法務）96頁。
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いる（34）。しかし、労働法分野における「不利益な取り扱いをしてはならな
い」という文言は強行規定と解されており、法律行為である懲戒処分や不
当な配転などは当然に無効と解し、事実行為である職場いじめなどは不法
行為の違法性を備えるにとどまるもののと解すべきだろう（35）。
また、通報に関する秘密および公益通報者の個人情報保護については、
同法は特段の規定を置いていない。しかし、通報先が行政機関であれば、
行政機関が通報の秘密や通報者の個人情報を保護すべきことは情報公開
法・個人情報保護法、そして、公務員の守秘義務を定める国家公務員法な
どから当然といえる（36）。一方、通報先が企業内部であった場合は、当該企
業が通報者の個人情報を保護すべき義務が直ちにあるとはいえない。同
法に基づくガイドラインである「公益通報者保護法に関する民間事業者
向けガイドライン」では、「２．秘密保持の徹底　情報を共有する範囲を
限定すること、知り得た情報を口外しないこと等を各担当者に徹底させ
ることが必要である」、「３．通報の受付　通報の受付方法としては、電
話、FAX、電子メール等様々な手段が考えられるが、通報を受け付ける際
には、専用回線を設ける、個室で面談するなど、通報者の秘密を守ること
が必要である」、「４．調査の実施　調査の実施に当たっては、通報者の秘
密を守るため、通報者が特定されないよう調査の方法に十分に配慮するこ
とが必要である」と記載されているが、こうしたガイドラインには強制力
はなく、職場内に通報者の情報が漏れ、通報者が職場に居づらくなるなど
といった不利益から通報者を守るという点については不十分である。公益
通報を理由とする使用者による解雇その他の不利益取扱いの禁止のみなら
ず、通報者の通報の秘密および個人情報保護の徹底が必要であろう。　
（34）　消費者庁消費者制度課編「逐条解説 公益通報者保護法」（2016年　商事法務）128
頁。
（35）　前掲注25）荒木。
（36）　その他、「国の行政機関の通報処理ガイドライン（内部の職員からの通報）」、「同
（外部の労働者からの通報）」において通報の秘密および通報者の保護について記載
されている。
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ただし、忘れてはならないのは、同法は労働者に「公益通報義務」を課
すものではなく、公益通報した場合の労働者の保護を規定するものであ
る。したがって、公益通報をするか否かは労働者本人の判断に委ねられて
いるのである。
（３）障害者虐待防止法における通報者保護の課題
障害者虐待防法は公益通報者保護法の適用対象とはなっていないもの
の、同法に基づく虐待通報にも公益通報者保護法が適用されうる（37）。障害
者虐待は、①犯罪に該当し、かつ、障害者虐待防止法上の「虐待」の定義
にも合致するもの、②犯罪には該当しないが障害者虐待防止法上の「虐待」
の定義に合致するもの、③障害者虐待防止法上の「虐待」の定義に該当し
ないが、放置すべきでないもの、の３段階に整理することができる（38）。そ
うすると、①に関する通報は、刑法等の適用があることから、障害者虐待
防止法上の通報者保護の適用対象であると同時に、公益通報者保護法の適
用対象にもなる。一方、②③に関する通報は公益通報者保護法の対象とな
る公益通報ではないが、障害者虐待防止法に基づく解雇その他の不利益取
扱い禁止の規定により通報者は保護される。障害者虐待防止法においては
「虐待と思われる」場合に「通報義務」を課しているので、①②のケース
は当然のことながら、③のケースであっても、通報者が虐待であると感じ
たときには通報しなければならないということになるからだ。公益通報者
保護法においては、特に①に関する行政機関への公益通報には真実性ない
し真実相当性が必要であることと比較すると、障害者虐待防止法における
（37）　公益通報者保護法別表および同別表第八号の法律を定める政令には障害者虐待防
止法は掲載されていない。ちなみに、同政令436の２に障害者差別解消法は規定され
ている。
（38）　独立行政法人国立重度知的障害者総合支援施設のぞみの園「事例で読み解く障害
者虐待」（2016年）50頁において、頂点に「刑法上の罪」、中間に「認定された虐待」、
最下層に「虐待が疑われる・不適切ととらえられかねない支援」とする「虐待のピ
ラミット図」として整理されていることを参考にした。
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通報のハードルは低く、保護要件が緩和されているといえよう。
一方で、障害者虐待防止法は「虐待と思われる」だけで通報者に「通報
義務」を課す点は、公益通報者保護法があくまでも通報は任意で行われる
という前提であることと大きく異なる。したがって、障害者虐待に関して
は「虐待と思われる」場合に「通報義務」が課せられる以上、その法的義
務を果たした通報者を確実に保護する規定が不可欠であるはずだ。しか
し、現実には、通報した職員に対して施設側から名誉や信用棄損を理由に
損害賠償請求がなされることがあり（39）、通報者保護が不十分な点が同法の
最も大きな問題であると考える。通報者に対する損害賠償請求を禁止する
規定や違反した施設に対する罰則規定を入れることが必要であると考え
る。通報者を委縮させ、通報を抑制する動きを封じ込め、通報者が通報義
務を果たしやすい環境を整備すべきである。それと同時に、通報される側
の施設等に対しては、行政側が、施設の指定取消等の処分をちらつかせて
是正措置をとらせるような強権的な対応をするだけでなく、障害者及びそ
の家族、さらには地域住民らも含めた協力体制の整備によって虐待を予防
していくような取り組みを行政が主導していく仕組みもまた必要だろう。
おわりに－施設虐待防止に向けたその他の課題
障害者虐待防止法には上述した以外にもまだ多くの課題が残されてい
る。特にここでは、行政の調査能力・権限の問題と施設従事者の処遇の問
題の２点を提示しておく。
施設内の虐待では、基本的に市町村が虐待か否かの調査判断をするが、
はたして市町村に十分な調査能力があるかは大いに疑問である。冒頭の統
計でも表れていたように、施設虐待の認定率の低さは、行政の調査能力が
十分でないことを示しているだろう。勇気を出して虐待通報をしても行政
が動かない・動けないということでは虐待の根絶など程遠い。しかしこれ
（39）　前掲注６）。
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は、行政の問題というより法の不備によるところが大きい。障害者虐待防
止法では、施設虐待の通報に対する市町村の初期対応と調査確認、そし
て、都道府県による権限行使の規定しかない。行政の調査権限の規定やそ
の後の施設への長期継続的な監視監督、被害者およびその家族へのケアの
視点が欠けている。
法律に規定はなくとも、行政による虐待防止に向けた体制の整備につい
て、厚労省からの通達、行政のマニュアル・手引きなどが数多く存在して
はいるが、現実の施設虐待への対応として行政が何をどの程度やるべきな
のか判断しにくい状態である。こういう状況の中で、虐待対応の最前線に
立たされる行政の負担感は大きいと思われるが、その一方で、虐待防止の
ために何をどこまでやるのかは行政の本気度に委ねられているともいえ
る。行政には、法の趣旨目的、すなわち「虐待の防止」と「障害者への支援」
という法の趣旨目的に立ち返って、施設虐待への早期介入のためのシステ
ムを構築し、虐待の根絶に向けた取り組みを期待したいところである。
次に、施設従事者の処遇に関して、厚労省の障害者虐待に関する統計資
料の中に施設虐待の要因として、「１位　教育・知識・介護技術等に関す
る問題（65.1％）」、「２位　倫理観や理念の欠如（53.0％）」、「３位　職員
のストレスや感情コントロールの問題（52.2％）」、「４位　虐待を助長す
る組織風土や職員間の関係性の悪さ（22％）」、「５位　人員不足や人員配
置の問題及び関連する多忙さ（22％）」、という結果となっている（40）。
要因の１位と３位は、職員等の経験や知識が増え、技術レベルが上がる
とともに倫理観や理念が醸成されていくことを考えれば、施設職員の知
識・経験・技術の未熟さや職務に対する意識の低さが虐待の要因となって
いるということだろう。また、２位４位５位は、まさに労働環境・労働条
件の悪さとそうしたことへのストレスに加えて、現実に日々障害者と向き
合う中で抱える身体的・精神的負担とが相まって虐待の要因となることを
（40）　前掲注１）。
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示している。
したがって、まず必要なことは、職員等に対する定期的な研修によって
知識や経験を積ませることであろう。そのためには現在行われている研修
制度を再度見直したり、研修への参加を義務付けることで施設職員全員に
研修内容をいきわたらせる等の対応が考えられる。より実践的な研修を重
ねていくことで、「１つの施設の問題」として矮小化するのではなく、す
べての障害者施設全体で情報や問題を共有し、本当の意味での「開かれた
施設」にしていくことが必要であろう。
また、障害者虐待防止法は、養護者による虐待の場合には虐待をした養
護者のストレスや負担を軽減する支援措置が定められている一方で、施設
虐待では、施設従事者の負担を軽減する支援の規定はない。確かに施設は
「福祉のプロ」として、「虐待をしないのが当たり前」という前提から、施
設内での虐待には行政による権限行使という厳しい対応のみで足りるとい
う建前なのであろうが、現実の施設は「プロ集団」だけでないことは先ほ
どの施設虐待の要因に関する調査結果から明らかであろう。そのうえ、施
設と職員の関係は、労働契約に基づく労使関係であり、労働環境や労働条
件について互いに対等に話し合える状況ではない。施設職員の労働条件や
職場環境の改善、仕事による精神的・肉体的負担の軽減については、第一
義的には雇い主としての施設がその責任を負うが（41）、施設任せでは労働環
境・労働条件の改善は難しいのが現実だろう。福祉施設に営利企業が参入
している中で、非正規の職員が増加し、賃金等の労働条件の低さに関し
て、法や行政の積極的な介入による処遇改善が不可欠であろう。
（本学法学部准教授）
（41）　グループホームの職員による入所者への性的虐待に関して、施設は使用者
としての不法行為責任を負うと判示された（長野地松本支平30 ・５・23 LEX/
DB25560708）。その他、施設虐待の事案ではないが、雇用契約に基づいて勤務す
る知的障害者に対する職場の同僚らによる継続的な暴言・暴行について、企業の使
用者責任が認定された事例がある（いなげやほか事件 東京地判平29 ・11 ・30 労判
1192号67頁）。
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